
税制改正等の内容

　平成29年３月31日付で所得税法等の一部を改正する等の法律（平成29年法律
第４号）が公布され、源泉所得税関係について主に次のような改正が行われて
います。

１　配偶者控除及び配偶者特別控除の見直しが行われました。
　　この改正は、平成30年分以後の所得税について適用されます。

⑴　改正前の制度の概要
イ　控除対象配偶者とは、居住者（国内に住所を有し、又は現在まで引き続
いて１年以上居所を有する個人をいいます。以下同じです。）と生計を一
にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払を受ける人及び白色事業
専従者を除きます。以下同じです。）で、合計所得金額が38万円以下であ
る人をいいます。
　　また、老人控除対象配偶者とは、控除対象配偶者のうち年齢70歳以上の
人をいいます。
ロ　居住者が控除対象配偶者を有する場合には、その居住者のその年分の所
得から38万円（その控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合には、
48万円）が配偶者控除額として控除されます。
ハ　居住者（合計所得金額が1,000万円以下の人に限ります。）が、生計を一
にする配偶者（合計所得金額が76万円未満の人に限ります。）で控除対象
配偶者に該当しない人を有する場合には、その居住者のその年分の所得か
ら、配偶者の所得に応じた一定の金額が配偶者特別控除額として控除され
ます。
ニ　税額表の甲欄を使用して給与等に対する源泉徴収税額を求める際、居住
者が控除対象配偶者を有する場合には、扶養親族等の数に１人を加えて計
算します。また、その控除対象配偶者が障害者（特別障害者を含みます。
以下同じです。）に該当する場合には、扶養親族等の数に１人を加えて計
算します。

⑵　改正の内容
イ　配偶者控除及び配偶者特別控除の控除額の改正
　　配偶者控除の額が次ページの【改正後の配偶者控除額及び配偶者特別控
除額の一覧表】のとおり改正され、合計所得金額が1,000万円を超える居住者
については、配偶者控除の適用を受けることはできないこととされました。

○
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　　また、配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額が38万円超
123万円以下とされ、その控除額が次表の【改正後の配偶者控除額及び配
偶者特別控除額の一覧表】のとおり改正されました。
〔改正前〕
※ 配偶者特別控除について居住者の
　所得制限あり

〔改正後〕
※ 配偶者控除及び配偶者特別控除について居住者の所得制
限あり（図は居住者の合計所得金額が900万円以下の場合）
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➡➡

【改正後の配偶者控除額及び配偶者特別控除額の一覧表】
居住者の合計所得金額

（給与所得だけの場合の居住者の給与等の収入金額）
【参考】

配偶者の収入が
給与所得だけの
場合の配偶者の
給与等の収入金
額

900万円以下
（1,120万円以下）

900万円超　
950万円以下

（1,120万円超1,170万円以下）
950万円超
1,000万円以下

（1,170万円超1,220万円以下）
配
偶
者
控
除

配偶者の合計所得金額
 38万円以下 38万円 26万円 13万円

1,030,000円以下老人控除対象
配偶者 48万円 32万円 16万円

配
偶
者
特
別
控
除

配偶者の合計所得金額
 38万円超　 85万円以下 38万円 26万円 13万円 1,030,000円超

1,500,000円以下

 85万円超　 90万円以下 36万円 24万円 12万円 1,500,000円超
1,550,000円以下

 90万円超　 95万円以下 31万円 21万円 11万円 1,550,000円超
1,600,000円以下

 95万円超　100万円以下 26万円 18万円 ９万円 1,600,000円超
1,667,999円以下

100万円超　105万円以下 21万円 14万円 ７万円 1,667,999円超
1,751,999円以下

105万円超　110万円以下 16万円 11万円 ６万円 1,751,999円超
1,831,999円以下

110万円超　115万円以下 11万円 ８万円 ４万円 1,831,999円超
1,903,999円以下

115万円超　120万円以下 ６万円 ４万円 ２万円 1,903,999円超
1,971,999円以下

120万円超　123万円以下 ３万円 ２万円 １万円 1,971,999円超
2,015,999円以下

123万円超 　０円 　０円 　０円 2,015,999円超

（注） 　合計所得金額が1,000万円を超える居住者は、配偶者控除及び配偶者特別控除の
適用を受けることはできません。

ロ　配偶者に係る扶養親族等の数の計算方法の変更
　　税額表の甲欄を使用して給与等に対する源泉徴収税額を求める際、配偶
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者が源泉控除対象配偶者（注１）に該当する場合には、扶養親族等の数に１人
を加えて計算することとされました。
　　また、同一生計配偶者（注２）が障害者に該当する場合には、扶養親族等の
数に１人を加えて計算することとされました。
　　具体的な扶養親族等の数の計算方法は、次表の【配偶者に係る扶養親族
等の数の数え方】のとおりです。
（注）１ 　源泉控除対象配偶者とは、居住者（合計所得金額が900万円以下である人に

限ります。）と生計を一にする配偶者で、合計所得金額が85万円以下である人
をいいます。

　　　 　したがって、【改正後の配偶者控除額及び配偶者特別控除額の一覧表】にお
いて配偶者控除額又は配偶者特別控除額が38万円（老人控除対象配偶者の場
合は48万円）となる配偶者がこれに該当します。

　　２ 　同一生計配偶者とは、居住者と生計を一にする配偶者で、合計所得金額が
38万円以下である人をいいます。

　　３ 　控除対象配偶者とは、同一生計配偶者のうち、合計所得金額が1,000万円以
下である居住者の配偶者をいいます。

　　４ 　上記１～３を図示すると次ページの【参考：配偶者の範囲】のとおりです。

【配偶者に係る扶養親族等の数の数え方】
居住者の合計所得金額

（給与所得だけの場合の居住者の給与等の収入金額）

900万円以下
（1,120万円以下）

900万円超　
950万円以下

（1,120万円超　1,170万円以下）
950万円超
1,000万円以下

（1,170万円超　1,220万円以下）
1,000万円超
（1,220万円超）

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額

（
給
与
所
得
だ
け
の
場
合
の
配

偶
者
の
給
与
等
の
収
入
金
額
）

38万円以下
（103万円以下）

１人 ０人 ０人 ０人

38万円超　
85万円以下

（103万円超　150万円以下） １人 ０人 ０人 ０人

85万円超　
（150万円超） ０人 ０人 ０人 ０人

（注） 　給与等に対する源泉徴収税額の計算における扶養親族等の数は、上図により求
めた配偶者に係る扶養親族等の数に、控除対象扶養親族に係る扶養親族等の数等
を加えた数となります。

配偶者が障害者に該当する場合は１人加算
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　【参考：配偶者の範囲】

85

38

〔配偶者の所得〕
（万円）

源泉控除対象配偶者源泉控除対象配偶者

（老人）控除対象配偶者（老人）控除対象配偶者

同一生計配偶者同一生計配偶者

〔居住者の所得〕
（万円）

900 950 1,000

ハ　給与所得者の扶養控除等申告書等の様式変更等
　「給与所得者の配偶者特別控除申告書」が「給与所得者の配偶者控除等
申告書」に改められたことから、配偶者控除又は配偶者特別控除の適用を
受けようとする居住者は、その年の年末調整の時までに給与等の支払者に
当該申告書を提出しなければならないこととされ、当該申告書について記
載事項の見直しが行われました。
　また、上記イ及びロの改正に伴い、以下の申告書についても記載事項の
見直しが行われました。
①　給与所得者の扶養控除等申告書
②　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書
③　従たる給与についての扶養控除等申告書
（注） 　税務署で配布していた「給与所得者の保険料控除申告書　兼　配偶者特別控

除申告書」（兼用様式）については、平成30年分以後、「給与所得者の保険料控
除申告書」と「給与所得者の配偶者控除等申告書」の２種類の様式となります。

⑶　適用時期
　上記⑵の改正は、平成30年分以後の所得税について適用されます。本年（平
成29年）分の所得税については、従前どおりです。

２ 　少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）について、非課税累積投資契約に係
る非課税措置（積立ＮＩＳＡ）が創設され、現行の非課税上場株式等管
理契約に係る非課税措置と選択して適用できることとされました。
　 　この改正は、平成29年10月１日以後に累積投資勘定の設定に係る手続
を行い、平成30年１月１日以後に設定された累積投資勘定に受け入れる
公募等株式投資信託について適用されます。
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⑴　改正の内容
　少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）について、非課税累積投資契約に係る非
課税措置（積立ＮＩＳＡ）が創設され、居住者又は恒久的施設を有する非居
住者（非課税口座を設定しようとする年の１月１日において20歳以上の人に
限ります。）が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に累積
投資勘定を設けた日から同日の属する年の１月１日以後20年を経過する日ま
での間に累積投資勘定に受け入れた株式投資信託（その受益権が金融商品取
引所に上場等がされているもの又はその設定に係る受益権の募集が一定の公
募により行われたもので、信託契約期間等について一定の要件を満たすもの
に限ります。以下「公募等株式投資信託」といいます。）に係る次の所得に
ついては、所得税が課されないこととされました。
　また、当該公募等株式投資信託の受益権の譲渡による損失金額は、ないも
のとみなされます。
　なお、この制度は現行の非課税上場株式等管理契約に係る非課税措置と選
択して適用できることとされました。
イ 　公募等株式投資信託の配当等に係る配当所得（金融商品取引業者等が国
内におけるその配当等の支払の取扱者であるものに限ります。）
ロ 　公募等株式投資信託の受益権の譲渡をした場合におけるその譲渡による
譲渡所得等
（注） 　累積投資勘定に受け入れることのできる公募等株式投資信託の受益権は、非

課税口座に累積投資勘定を設けた日から同日の属する年の12月31日までの期間
内に取得をしたものでその取得対価の額の合計額が40万円を超えないものに限
られます。

〈積立ＮＩＳＡと現行ＮＩＳＡの対比〉
積立ＮＩＳＡ 現行ＮＩＳＡ

毎年の投資上限額 40万円 120万円
（平成26・27年は100万円）

非課税期間 20年間 ５年間

口座開設期間 20年間
（平成30年～平成49年）

10年間
（平成26年～平成35年）

投資対象商品 公募等株式投資信託 上場株式・公募株式投資信託等

投資方法 契約に基づき、定期かつ継続的
な方法で投資 制限なし

その他

非課税口座に初めて累積投資勘
定を設けた日から10年を経過し
た日及び同日の翌日以後５年を
経過した日ごとの日から１年を
経過する日までの間に、金融商
品取引業者等が口座開設者の住
所等を確認

―
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（注） 　積立ＮＩＳＡの創設後も、従前と同様の手続により、金融商品取引業者等の変
更及び非課税口座の再開設を行うことが可能です。

　〈積立ＮＩＳＡのイメージ〉
１年目２年目３年目４年目５年目 16年目17年目18年目19年目20年目

非課税期間 20年

40万円

40万円

40万円

40万円
非
課
税
口
座

（
勘
定
設
定
期
間
　
20
年
間
）

累
積
投
資
勘
定

平成30年
平成31年
平成32年
平成33年
　　 …

　　 …

　　 …

平成49年

…
…

…

…
…

…

………

………
………

………

（勘定設定年）

⑵　適用時期
　上記⑴の改正は、平成29年10月１日以後に累積投資勘定の設定に係る手続
を行い、平成30年１月１日以後に設定された累積投資勘定に受け入れる上場
等株式投資信託について適用されます。

３ 　非課税口座に設けられた非課税管理勘定に、５年間の非課税期間の満
了時に移管される上場株式等については、その移管により非課税管理勘
定に受け入れる上場株式等の価額（払出し時の金額）の上限額が撤廃さ
れました。
（注） 　この改正は、未成年者少額投資非課税制度（ジュニアＮＩＳＡ）における

非課税管理勘定又は継続管理勘定への上場株式等の移管についても同様です。

⑴　改正前の制度の概要
　少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）においては、非課税口座に非課税管理勘
定が設けられた日から同日の属する年の12月31日までの間に受け入れた上場
株式等で、その取得対価の額が120万円を超えないものについて受け入れる
ことができます。
　取得対価の額とは、①購入した上場株式等についてはその購入の代価の額
をいい、②払込みにより取得した上場株式等についてはその払い込んだ金額
（以下、①と併せて「新規投資額」といいます。）をいい、③当該口座に係る
他の年分の非課税管理勘定からの移管により受け入れた上場株式等について
はその移管に係る払出し時の金額（以下「移管額」といいます。）をいいます。

⑵　改正の内容
　他の年分の非課税管理勘定又は未成年者口座に設けられた非課税管理勘定
から、これらの非課税管理勘定が設けられた日の属する年の１月１日から５
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年を経過した日に新たに設けられる非課税管理勘定に移管がされる上場株式
等については、その移管額の上限額が撤廃され、120万円を超える上場株式
等の移管が可能となりました。
　ただし、移管先の非課税管理勘定におけるその年の新規投資額の上限額は、
120万円からその移管額を控除した残額となります。
　なお、この改正の対象となるのは非課税期間の終了時に新たに設定される
非課税管理勘定に移管をする場合に限られるため、非課税期間の終了前に移
管する場合については従前どおりとなります。

４ 　「給与支払事務所等の移転届出書」について、移転後の給与支払事務
所等の所在地の所轄税務署長への提出が不要とされました。
　 　この改正は、平成29年４月１日以後の給与支払事務所等の移転につい
て適用されます。

⑴　改正前の制度の概要
　国内において給与等の支払事務を取り扱う事務所、事業所その他これらに
準ずるもの（以下「給与支払事務所等」といいます。）を移転した者は、そ
の事実について一定の場合を除き、「給与支払事務所等の移転届出書」を移
転前及び移転後の給与支払事務所等の所在地の所轄税務署長に提出する必要
があります。

⑵　改正の内容
　「給与支払事務所等の移転届出書」について、移転後の給与支払事務所等
の所在地の所轄税務署長への提出が不要とされました。このため、平成29年
４月１日以後の移転に係る当該届出書については、移転前の給与支払事務所
等の所在地の所轄税務署長へのみ提出すればよいこととなります。

５ 　財産形成非課税住宅（年金）貯蓄申告書を提出した個人につき災害等
の事由が生じた日から同日以後１年を経過する日までの間に、当該災害
等の事由が生じたことにより当該個人が勤労者財産形成住宅（年金）貯
蓄の払出しを行う場合には、一定の要件の下、その払出しをした日に支
払われる当該勤労者財産形成住宅（年金）貯蓄に係る利子等に対する課
税及び同日前５年内に支払われた当該勤労者財産形成住宅（年金）貯蓄
に係る利子等に対する遡及課税を行わないこととされました。
　 　この改正は、平成29年４月１日以後に行う勤労者財産形成住宅（年金）
貯蓄の払出しについて適用されます。
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⑴　改正前の制度の概要
　勤労者財産形成住宅貯蓄について、住宅の取得又は増改築のための支払に
充てる以外の目的で払出しが行われた場合又は勤労者財産形成年金貯蓄につ
いて、所定の年金の支払方法以外の方法により払出しが行われた場合には、勤
労者財産形成住宅（年金）貯蓄非課税制度の適用を受けることができません。
　これらの場合には、払出しが行われた日に支払われる利子等及び同日前５
年内に支払われた利子等について課税されることとなっており、その払出し
が行われた日において利子等の支払があったものとして所得税の源泉徴収が
行われます。
　
⑵　改正の内容
　財産形成非課税住宅（年金）貯蓄申告書を提出した個人につき、次のイか
らホに掲げる事由（以下「災害等の事由」といいます。）が生じた日から同
日以後１年を経過する日までの間に、当該災害等の事由が生じたことにより
当該個人が勤労者財産形成住宅（年金）貯蓄（以下「財形非課税貯蓄」とい
います。）の払出しを行う場合（当該災害等の事由が生じたことによりその
払出しを行うことについて所轄税務署長の確認（注）を受けたときに限ります。）
には、その払出しをした日に支払われる利子等に対する課税及び同日前５年
内に支払われた利子等に対する遡及課税を行わないこととされました。
（注） 　所轄税務署長の確認を受けようとする当該個人は、災害等の事由が生じた日から

11月を経過する日までに、当該災害等の事由が生じたことについて税務署長の確認
を受けたい旨の申出書を当該個人の住所地の所轄税務署に提出する必要があります。

イ　当該個人が居住の用に供している家屋であってその者又はその者と生計
を一にする親族が所有しているものについて、災害により全壊、流失、半壊、
床上浸水その他これらに準ずる損害を受けたこと。
ロ　当該個人が医療費を支払った場合において、その者又はその支払の時に
おいてその者と生計を一にする親族のためにその年中に支払った当該医療
費の金額の合計額が200万円を超えたこと。
ハ　当該個人が配偶者と死別等をし、所得税法に規定する一定の寡婦又は寡
夫に該当することとなったこと。
ニ　当該個人が特別障害者に該当することとなったこと。
ホ　当該個人が雇用保険法に規定する特定受給資格者又は特定理由離職者に
該当することとなったこと。

⑶　適用時期
　上記⑵の改正は、平成29年４月１日以後に行う災害等の事由による財形非
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課税貯蓄の払出しに係る利子等について適用されます。
　なお、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの間に財形非課税貯蓄
の払出しを行った際に、当該財形非課税貯蓄に係る利子等について徴収され
た所得税の額がある場合に、その払出しが災害等の事由によるものであると
きは、当該払出しを行った当該個人は、平成30年３月31日までに、納税地の
所轄税務署長に対し、その徴収された所得税の額の還付を請求することがで
きることとされました。

６ 　（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用を受ける住宅が災害に
より居住の用に供することができなくなった場合に、災害により居住の
用に供することができなくなった年以後の当該住宅に係る住宅借入金等
特別控除の適用年（一定の場合に該当した年以後は適用できません。）
について、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができることとさ
れました。
　 　この改正は、平成29年分以後の所得税について適用されます。また、
所要の経過措置が講じられます。

７ 　特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用対象となる工事に特定断熱
改修工事等と併せて行う特定耐久性向上改修工事等が加えられました。
　 　この改正は、増改築等をした居住用家屋を平成29年４月１日から平成33
年12月31日までの間に自己の居住の用に供する場合について適用されます。

８　外国金融機関等の債券現先取引等に係る利子等の課税の特例が拡充さ
れました。
　 　この改正は、一部を除き、平成29年４月１日以後に開始する債券現先
取引等につき支払を受ける利子及び貸借料等について適用されます。

⑴　改正前の制度の概要
　外国金融機関等が、一定の債券に係る債券現先取引又は一定の有価証券に
係る証券貸借取引につき、特定金融機関等から支払を受ける利子等について
は所得税が課されません。

⑵　改正の内容
イ　特定金融機関等の範囲に、主としてコール資金の貸付け又はその貸借の
媒介を業として行う者のうち一定のもの及び金融商品取引清算機関が加え
られました。
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ロ　外国金融機関等の範囲に、金融商品債務引受業を営む外国法人が加えら
れました。
ハ　非課税の対象となる所得の範囲に、外国金融機関等以外の外国法人（特
定金融機関等の関連者（注）及び租税条約等の相手国等以外の国又は地域の
法人を除きます。）が特定金融機関等との間で振替国債を用いて行う取引
期間３月以内等の要件を満たす債券現先取引で、平成29年４月１日から平
成31年３月31日までの間に開始するものにつき支払を受ける利子及び貸借
料等が加えられました。
（注） 　「関連者」とは、特定金融機関等との間に直接・間接の持分割合50％以上の関

係にある者及び実質支配・被支配関係にある者等をいいます。
ニ　非課税の対象となる所得の範囲の拡充に伴い、非課税の適用手続等につ
いて所要の措置が講じられました。

⑶　適用時期
　上記⑵の改正（ハを除きます。）は、平成29年４月１日以後に開始する債
券現先取引等につき支払を受ける利子及び貸借料等について適用されます。

９ 　株式分配を配当所得の対象となる剰余金の配当等から除外した上、法
人の株主等が適格株式分配に該当しない株式分配により金銭その他の資
産の交付を受けた場合において、その金銭その他の資産の価額の合計額
がその法人の資本金等の額のうちその交付の基因となったその法人の株
式等に対応する部分の金額を超える場合におけるその超える部分の金額
は、配当等とみなす等の措置が講じられました。
　 　この改正は、平成29年４月１日以後に行われる株式分配について適用
されます。

10 　確定拠出年金法の老齢給付金として支給される一時金に係る退職所得
控除額の計算の基礎となる組合員等であった期間に、確定拠出年金以外
の制度から資産又は脱退一時金相当額等の移換があった場合におけるそ
の移換を受けた資産又は脱退一時金相当額等の額の算定の基礎となった
期間のうち、加入者の年齢が60歳に達した日の前日が属する月後の期間
及び確定拠出年金の運用指図者期間と重複している期間を含めることと
されました。

　 　この改正は、平成29年４月１日から適用されます。
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○ 　（特定増改築等）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除に
ついて、適用期限（改正前：平成31年６月30日）が平成33年12月31日
まで延長されました。

租税条約関係（発効）

○　パナマ共和国との租税情報交換協定が発効しました
　日本とパナマ共和国との間で、「租税に関する情報の交換のための日本国
政府とパナマ共和国政府との間の協定」が発効しました。
　本協定は、ＯＥＣＤが策定した国際基準に基づく金融口座の情報交換に必
要な自動的情報交換を含む両税務当局間における実効的な情報交換について
規定するものであり、一連の国際会議等で重要性が確認されている国際的な
脱税及び租税回避行為の防止に資することとなります。
　本協定は、平成29年３月12日に発効し、犯則租税事案については同日から、
日本の源泉所得税に係る事案である場合は、平成25年１月１日以後に課され
るものについて適用されます。

○　ラトビア共和国との租税条約が発効しました
　日本とラトビア共和国との間で、「所得に対する租税に関する二重課税の
除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とラトビア共和国との間
の条約」が発効しました。
　日本とラトビア共和国との間では、これまで租税条約は存在せず、本条約
は、両国の緊密化する経済関係等を踏まえ、新たに締結されるものです。
　本条約は、両国間で生ずる二重課税を除去するため、両国において課税す
ることができる所得の範囲を定める規定等を設けています。
　また、本条約の締結によって、両国の税務当局間において、条約の規定に
従っていない課税についての協議、租税に関する情報交換及び租税債権の徴
収共助の実施が可能となります。
　本条約は、平成29年７月５日に発効し、日本の源泉所得税については、平
成30年１月１日以後に支払を受けるべきものから適用されます。なお、情報
交換及び徴収共助に関する規定は、平成29年７月５日から適用されます。
　
　本条約の主な内容は以下のとおりです。
１　事業利得に対する課税

平成28年度以前の改正によるもの 　
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２　投資所得に対する源泉地国での限度税率等
配当 利子 使用料

免税（個人以外受取）
10％（その他）

原則免税（個人以外受取）
10％（その他） 免税

３　条約の特典の濫用防止
４　相互協議手続及び仲裁制度
５　情報交換及び徴収共助

○　スロベニア共和国との租税条約が発効しました
　日本とスロベニア共和国との間で、「所得に対する租税に関する二重課税
の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とスロベニア共和国と
の間の条約」が発効しました。
　日本とスロベニア共和国との間では、これまで租税条約は存在せず、本条
約は、両国の緊密化する経済関係等を踏まえ新たに締結されるものです。
　本条約は、両国間で生ずる二重課税を調整するため、両国において課税す
ることができる範囲を明確にする規定等を設けています。
　また、本条約の締結によって、両国の税務当局間において、条約の規定に
従っていない課税についての協議、租税に関する情報交換及び租税債権の徴
収共助の実施が可能となります。
　本条約は、平成29年８月23日に発効し、日本の源泉所得税については、平
成30年１月１日以後に支払を受けるべきものから適用されます。なお、情報
交換及び徴収共助に関する規定は、平成29年８月23日から適用されます。
　
　本条約の主な内容は以下のとおりです。
１　事業利得に対する課税
２　投資所得に対する源泉地国での限度税率等

配当 利子 使用料

５％ 免税（政府受取等）
５％（その他） ５％

３　条約の特典の濫用防止
４　相互協議手続及び仲裁制度
５　情報交換及び徴収共助

租税条約関係（未発効）

○　ベルギー王国との新租税条約が署名されました
　日本とベルギー王国との間で、「所得に対する租税に関する二重課税の除
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去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とベルギー王国との間の条
約」の署名が行われました。
　新条約は、昭和45年に発効（平成２年及び平成25年に一部改正が発効）し
た現行条約を全面的に改正するものであり、具体的には、事業利得に対する
課税の改正、投資所得に対する課税の更なる軽減のほか、条約の濫用防止措
置、仲裁手続及び租税債権の徴収共助の導入を行うものです。

　新条約の主な内容は以下のとおりです。
１　事業利得に対する課税の改正
２　投資所得に対する課税の更なる軽減

配当 利子 使用料

現行
条約

５％（ベルギー法人支払配当、議決権保有
割合25％以上・保有期間６月以上）

10％（日本法人支払配当、議決権保有割合
25％以上・保有期間６月以上）

15％（その他）

10％ 10％

改正
条約

免税（議決権保有割合10％以上・保有期間
６月以上）

免税（年金基金受取）
10％（その他）

原則免税（企業間
受取等）

10％（その他）
免税

３　条約の特典の濫用防止規定の導入
４　相互協議手続における仲裁制度の導入
５　徴収共助の導入
　
　新条約は、今後、両国における国内手続及び外交上の手続を経た後に発効
し、発効する年の翌年から適用されます。例えば、平成29年12月31日以前に
発効した場合には、日本の源泉所得税については、平成30年１月１日以後に
支払を受けるべきものから適用されます。

○　オーストリア共和国との新租税条約が署名されました
　日本とオーストリア共和国との間で、「所得に対する租税に関する二重課
税の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とオーストリア共和
国との間の条約」の署名が行われました。
　新条約は、昭和38年に発効した現行条約を全面的に改正するものであり、
具体的には、投資所得に対する課税の更なる軽減のほか、条約の濫用防止措
置、相互協議手続における仲裁手続及び租税債権の徴収共助の導入並びに租
税に関する情報交換の拡充を行うものです。
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　新条約の主な内容は以下のとおりです。
１　投資所得に対する課税の更なる軽減

配当 利子 使用料

現行
条約

10％（株式資本保有割合50％超・保有期間12
月以上）

20％（その他）
10％ 10％

改正
条約

免税（議決権保有割合10％以上・保有期間６
月以上）

免税（年金基金受取）
10％（その他）

原則免税 免税

２　条約の特典の濫用防止規定の導入
３　相互協議手続における仲裁制度の導入
４　情報交換の拡充及び徴収共助の導入
　
　新条約は、今後、両国における国内手続及び外交上の手続を経た後に発効
し、発効する年の翌年から適用されます。例えば、平成29年12月31日以前に
発効した場合には、日本の源泉所得税については、平成30年１月１日以後に
支払を受けるべきものから適用されます。

○　バハマ国との租税情報交換協定を改正する議定書が署名されました
　日本とバハマ国との間で、「脱税の防止のための情報の交換及び個人の所
得についての課税権の配分に関する日本国政府とバハマ国政府との間の協定
を改正する議定書」の署名が行われました。
　本議定書は、平成23年に発効した現行協定を改正し、ＯＥＣＤが策定した
国際基準に基づく金融口座の情報交換に必要な自動的情報交換の条項を導入
するものです。これにより、一連の国際会議等で重要性が確認されている国
際的な脱税及び租税回避行為の防止に資することとなります。
　本議定書は、今後、両国における国内手続及び外交上の手続を経た後に発
効し、本議定書により導入される源泉所得税に関する自動的情報交換の規定
は、平成29年１月１日以後に支払を受けるべきものから適用されます。

○　リトアニア共和国との租税条約が署名されました
　日本とリトアニア共和国との間で、「所得に対する租税に関する二重課税
の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とリトアニア共和国と
の間の条約」の署名が行われました。
　日本とリトアニア共和国との間では、これまで租税条約は存在せず、本条
約は、両国の緊密化する経済関係等を踏まえ、新たに締結されるものです。
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　本条約は、両国間で生ずる二重課税を除去するため、両国において課税す
ることができる所得の範囲を定める規定等を設けています。
　また、本条約の締結によって、両国の税務当局間において、条約の規定に
従っていない課税についての協議、租税に関する情報交換及び租税債権の徴
収共助の実施が可能となります。
　
　本条約の主な内容は以下のとおりです。
１　事業利得に対する課税
２　投資所得に対する源泉地国での限度税率等

配当 利子 使用料
免税（個人以外受取）
10％（その他）　　　

原則免税（個人以外受取）
10％（その他）　　　 免税

３　条約の特典の濫用防止
４　相互協議手続及び仲裁制度
５　情報交換及び徴収共助

　本条約は、今後、両国における国内手続及び外交上の手続を経た後に発効
し、発効する年の翌年から適用されます。例えば、平成29年12月31日以前に
発効した場合には、日本の源泉所得税については、平成30年１月１日以後に
支払を受けるべきものから適用されます。なお、情報交換及び徴収共助に関
する規定は、本条約が効力を生ずる日から適用されます。

○　エストニア共和国との租税条約が署名されました
　日本とエストニア共和国との間で、「所得に対する租税に関する二重課税
の除去並びに脱税及び租税回避の防止のための日本国とエストニア共和国と
の間の条約」の署名が行われました。 
　日本とエストニア共和国との間では、これまで租税条約は存在せず、本条
約は、両国の緊密化する経済関係等を踏まえ、新たに締結されるものです。
　本条約は、両国間で生ずる二重課税を除去するため、両国において課税す
ることができる所得の範囲を定める規定等を設けています。
　また、本条約の締結によって、両国の税務当局間において、条約の規定に
従っていない課税についての協議、租税に関する情報交換及び租税債権の徴
収共助の実施が可能となります。

　本条約の主な内容は以下のとおりです。
１　事業利得に対する課税 
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２　投資所得に対する源泉地国での限度税率等
配当 利子 使用料

免税 （議決権保有割合
10%以上・保有期
間６月以上）

10%（その他）

免税（政府受取等）
10%（その他）　　 ５% 

３　条約の特典の濫用防止
４　相互協議手続及び仲裁制度
５　情報交換及び徴収共助

　本条約は、今後、両国における国内手続及び外交上の手続を経た後に発効
し、発効する年の翌年から適用されます。例えば、平成29年12月31日以前に
発効した場合には、日本の源泉所得税については、平成30年1月1日以後に支
払を受けるべきものから適用されます。

○　ロシア連邦との新租税条約が署名されました
　日本とロシア連邦との間で「所得に対する租税に関する二重課税の除去並
びに脱税及び租税回避の防止のための日本国政府とロシア連邦政府との間の
条約」の署名が行われました。
　新条約は、昭和61年に発効した現行条約（所得に対する租税に関する二重
課税の回避のための日本国政府とソヴィエト社会主義共和国連邦政府との間
の条約）を全面的に改正するものであり、具体的には、投資所得に対する課
税の更なる軽減のほか、条約の濫用防止措置及び租税債権の徴収共助の導入
並びに租税に関する情報交換の拡充を行うものです。
（注） 　新条約は、ロシア連邦以外の国と日本との間で適用されている現行条約に影響

することはありません。

　新条約の主な内容は以下のとおりです。
１　投資所得に対する課税の更なる軽減

配当 利子 使用料

現行
条約 15% 免税（政府受取等） 

10%（その他）

免税（著作権の使用等）
10%（特許権又は設備

の使用等） 

改正
条約

免税（年金基金受取） 
５%（議決権保有割合15%

以上・保有期間365
日以上）

15%（不動産化体株式）
10%（その他）

原則免税 免税

２　条約の特典の濫用防止規定の導入 
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３　情報交換の拡充及び徴収共助の導入 

　新条約は、今後、両国における国内手続及び外交上の手続を経た後に発効
し、発効する年の翌年から適用されます。例えば、平成29年12月31日以前に
発効した場合には、日本の源泉所得税については、平成30年１月１日以後に
支払を受けるべきものから適用されます。なお、情報交換及び徴収共助に関
する規定は、本条約が効力を生じる日から適用されます。

○　ＢＥＰＳ防止措置実施条約が署名されました
　日本は、「税源浸食及び利益移転を防止するための租税条約関連措置を実
施するための多数国間条約」（ＢＥＰＳ防止措置実施条約）に署名しました。
　本条約は、ＢＥＰＳプロジェクトにおいて策定された税源浸食及び利益移
転（ＢＥＰＳ）を防止するための措置のうち租税条約に関連する措置を、本
条約の締約国間の既存の租税条約に導入することを目的としています。本条
約の締約国は、租税条約に関連するＢＥＰＳ防止措置を、多数の既存の租税
条約について同時かつ効率的に実施することが可能となります。

　本条約は、本条約に署名した５か国・地域が批准書、受諾書又は承認書を
寄託することにより、その５番目の寄託から所定の期間が満了した後に、そ
の５か国・地域について効力を生じます。その後に批准書等を寄託する国・
地域については、それぞれの寄託から所定の期間が満了した後に効力を生じ
ます。
　本条約は、本条約の適用対象となる各租税条約の全ての締約国について本
条約が効力を生じてから所定の期間が満了した後に、その租税条約について
適用が開始されます。
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